
ハラスメント防止規程 

第 1 条（目的） 

本規程は、社会福祉法人あおかげ（以下「法人」という。）におけるハラスメント（い

わゆるパワーハラスメント、セクシュアルハラスメント、マタニティハラスメント・ケア

ハラスメント、カスタマーハラスメントその他のハラスメントを総称したものという。）

の防止及び排除のための措置並びにハラスメント行為に起因する問題が生じた場合に適

切に対応するための措置を講ずることにより、快適な職場環境を形成し、法人の労働生産

性向上に資するため必要な事項を定めるものとする。 

第 2 条（定義） 

１ 本規程における用語の意義は、次の各号に掲げるとおりとする。 

(１) パワーハラスメント…職務上の地位や人間関係などの職場内の優位性を背景に、業務

の適正な範囲を超えて、精神的・身体的苦痛を与える又は職場環境を悪化させる行為

や言動を行うことをいう。この場合において、必ずしも職権を背景にしないいじめ行

為であっても、相手の人格や尊厳を侵害する言動を繰り返し行い、精神的な苦痛を与

えることは、人権を侵害するものであることから、パワーハラスメントとみなして本

規程を適用する。 

＜パワーハラスメントの例示＞ 

① 殴打、足蹴りするなどの身体的攻撃 

② 人格を否定するような言動をするなどの精神的な攻撃 

③ 自身の意に沿わない職員に対して、仕事を外し、⾧期間にわたり、別室に隔離す

るなどの人間関係からの切り離し 

④ ⾧期間にわたり、肉体的苦痛を伴う過酷な環境下で、勤務に直接関係ない作業を

命ずるなどの過大な要求 

⑤ 管理職である部下を退職させるため誰でも遂行可能な業務を行わせるなどの過

小な要求 

⑥ 他の職員の性的指向・性自認や病歴などの機敏な個人情報についての本人の了解

を得ずに他の職員に暴露するなどの個の侵害 

(２) セクシュアルハラスメント…職場において行われる性的な言動等（異性に対する言動

だけでなく、同性に対する言動も含むものとし、相手の性的指向又は性自認の状況に

かかわることを含む。）に対する職員に対応により当該職員に労働条件につき不利益

を与え、又は当該性的な言動により、職員の働く環境を悪化させたり、職場における

能力の発揮を妨げたり、雇用不安を与えることをいう。この場合において、相手の性

的指向又は性自認の状況に関わらないほか、異性に対する言動だけでなく、同性に対



する言動も該当する。 

＜セクシュアルハラスメントの例示＞ 

① 性的及び身体上の事柄に関する不必要な質問・発言 

② わいせつ図画の閲覧、配付、掲示 

③ うわさの流布 

④ 不必要な身体への接触 

⑤ 性的な言動により、他の職員の就業意欲を低下させ、能力の発揮を阻害する行為 

⑥ 交際・性的関係の強要 

⑦ 性的な言動への抗議又は拒否等を行った職員に対して、解雇、不当な人事考課、

配置転換等の不利益を与える行為 

⑧ その他、相手方及び他の職員に不快感を与える性的な言動 

(３) マタニティハラスメント・ケアハラスメント…職場において、上司や同僚が、男女職

員の妊娠・出産・育児、介護等に関する制度又は措置の利用に関する言動により職員

の就業環境を害すること並びに妊娠・出産等に関する言動により女性職員の就業環境

を害することをいう。この場合において、業務分担や安全配慮等の観点から、客観的

にみて、業務上の必要性に基づく言動によるものについては、本号のハラスメントに

は該当しない。 

＜マタニティハラスメント・ケアハラスメントの例示＞ 

① 部下の妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置の利用等に関し、解雇その他不

利益な取扱いを示唆する言動 

② 部下又は同僚の妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置の利用を阻害する言

動 

③ 部下又は同僚が妊娠・出産、育児･介護に関する制度や措置を利用したことによ

る嫌がらせ等 

④ 部下が妊娠・出産等したことにより、解雇その他の不利益な取扱いを示唆する言

動 

⑤ 部下又は同僚が妊娠・出産等したことに対する嫌がらせ等 

⑥ 部下又は同僚が出産時育児休業期間中に就業を希望する申出をしなかったこと

に対する解雇その他の不利益な取扱いを示唆する言動 

⑦ 部下又は同僚が出産時育児休業期間中に就業を希望する申出をしなかったこと

に対する嫌がらせ等 

（４）カスタマーハラスメント…職場などにおいて無理難題な要求、時間的場所の拘束な

どを法人、施設職員に要求すること。 

①身体的・精神的攻撃：暴力、脅迫、侮辱、誹謗中傷、SNS 上での攻撃的発言 

②過大・過小な要求：法令違反や不合理なサービス提供の要求、能力とかけ離れた

業務の強制や拒否 



③時間的・場所的拘束：⾧時間の拘束、事業所以外への呼び出し 

④個人の侵害：プライバシー侵害、セクシュアルハラスメント、人格否定発言 

⑤繰り返し型・リピート型：理不尽な要求を繰り返す行為や面会強要 

なお、認知症などの病気や障害に起因する暴言・暴力はハラスメントとは区別さ

れ、適切なケアが必要です  

 

（５）その他のハラスメント…前三号のほか、性的指向・性自認に関する言動によるものな

ど、職場内でのあらゆるいじめ行為及びこれらに該当すると疑われるような行為を

行うこと。また、ハラスメントに対する職員等の対応により当該職員等の労働条件に

つき不利益を与えること。 

２ 前項各号の職員には、法人で役務を提供する派遣労働者を含むものとする。 

３ 第 1 項各号の職員には、直接的にハラスメントの相手方となった被害者に限らず、

ハラスメントに該当する言動により就業環境を害されたすべての職員を含むもの

とする。 

４ 部下である職員が職場におけるハラスメントを受けている事実を認めながら、こ

れを黙認する上司の行為もハラスメントに準ずる行為として、本規程を適用する。 

５ 業務分担や安全配慮等の観点から、客観的にみて、業務上の必要性に基づく言動に

よるものについては、必ずしもハラスメントに該当しない場合があるため、当該言

動がハラスメントに該当するかどうかは、事案ごとに法人が判断することがある。 

第 3 条（法人の役割） 

１ 法人は、あらゆるハラスメントは行ってはならないものであることを明確にし、これを

禁止する。 

２ ハラスメントの防止に係る法人の役割は、次のとおりとする。 

(１) 法人は、職場において、ハラスメントのような人権侵害行為を許さないとことを宣言

する。 

(２) 法人は、ハラスメントが発生しないよう雇用管理上の措置を講じるものとする。 

(３) 法人は、職員のハラスメントに関する相談・苦情に対応するための窓口を設置するも

のとする。 

(４) 法人は、相談・苦情に訪れた職員のプライバシーを守るものとする。 

第 4 条（管理職の責務） 

管理職は、ハラスメント防止及び排除に努めるとともに、問題が生じたときは、迅速か

つ適切にその解決のための措置を講じ、かつ、再発防止のための措置を講じなければなら

ない。 



第 5 条（職員の協力） 

法人の講ずるハラスメント対策について、職員は、次のとおり協力しなければならない。 

(１) 職員は、他の職員（他社で働く職員も含む。）の人格を重んじ、ハラスメントのない

職場を形成するよう協力し合う。 

(２) 職員は、法人がハラスメント防止研修その他ハラスメント防止のために必要な措置

を講じる場合には、これに協力する。 

第 6 条（相談窓口への申立て） 

１ 職員は、あらゆるハラスメントにより被害を受けた場合、又は被害を受けるおそれのあ

る場合は、次条の相談窓口に対して相談及び苦情を申し立てることができる。これらの申

立てを受けた場合は、法人は、速やかにその旨の報告、事実関係の調査に着手するととも

に、申立人が申立後もハラスメントによる被害を受けないように対処するものとする。 

２ 相談窓口を利用する場合は、事実であることが明らかな情報をもって相談しなければ

ならない。情報に虚偽があり、その内容が悪質と認めるときは、相談依頼者に懲戒処分を

行うことがある。 

第 7 条（相談窓口） 

１ 職員のあらゆるハラスメントに関する相談・苦情に対応するため、法人が設置する窓口

（以下「相談窓口」という。）は、法人本部事務所に設置するものとし、事務⾧が統括管

理する。 

２ 相談窓口担当者は、男女各 1 名以上で構成する。 

３ ハラスメントに関する相談は、個室での面談、又は電子メールで受け付けることができ

る。メールで相談をする場合は、事案の発生日時、発生場所、具体的な状況を明示するこ

ととする。 

第 8 条（相談があった場合の手順） 

１ 相談窓口担当者は、相談を受けたときは、対応マニュアルに沿い、相談者からの事実確

認の後、理事⾧へ報告する。事務⾧及び所属⾧は、報告に基づき、相談者のプライバシー

に配慮した上で、必要に応じて行為者、被害者、上司並びに他の職員等に事実関係を聴取

する。 

２ 前項の聴取を求められた職員は、正当な理由なくこれを拒むことはできない。 

３ 所属⾧は、対応マニュアルに基づき事務⾧に事実関係を報告し、事務⾧は、問題解決の

ための措置として、就業規則に定める懲戒処分のほか、行為者の異動等被害者の労働条件

及び就業環境を改善するために必要な措置を講じる。 



第 9 条（秘密保持義務） 

１ 相談窓口担当者は、関係当事者のプライバシー、名誉その他の人権を尊重しなければな

らない。また、相談窓口の業務に携わった者は、業務によって知り得た内容を他に漏らし

てはならない。 

２ 相談窓口担当者は、相談があった事実及び相談内容について漏えいしないように細心

の注意を払わなければならない。また、相談内容に関する資料は鍵のかかったキャビネッ

トに保管し、電子データはパスワードをかけて保存しなくてはならない。 

第 10 条（不利益取扱いの禁止） 

法人は、職員が、ハラスメントに関し相談をしたこと、又は事実関係の確認に協力した

こと等を理由として、相談者及び情報提供者等に対し、次のような不利益な取扱いをする

ことはない。 

(１) 解雇すること。 

(２) 期間を定めて雇用される者について、契約の更新をしないこと。  

(３) あらかじめ契約の更新回数の上限が明示されている場合に、当該回数を引き下げるこ

と。 

(４) 退職又は正職員をパートタイム職員等の非正規職員とするような労働契約内容の変

更の強要を行うこと。 

(５) 降格させること。 

(６) 就業環境を害すること。 

(７) 不利益な自宅待機を命ずること。 

(８) 減給をし、又は賞与等において不利益な算定を行うこと。 

(９) 昇進・昇格の人事考課において不利益な評価を行うこと。 

(１０) 不利益な配置の変更を行うこと。 

(１１) 派遣労働者として就業する者について、派遣先が当該派遣労働者に係る労働者派

遣の役務の提供を拒むこと。 

第 11 条（再発防止の義務） 

事務⾧は、あらゆるハラスメントが生じたときは、あらゆるハラスメントがあってはな

らない旨の方針及びその行為者については厳正に対処する旨の方針について、再度周知

徹底を図るとともに、事案発生の原因の分析、研修の実施等、適切な再発防止策を講じる

ものとする。 

第 12 条（懲戒処分） 

あらゆるハラスメント行為は、これを就業規則の懲戒処分の対象とする。 

 



 

附則 

 

 この規則は令和４年４月１日から施行する。 

 この規定は令和８年８月１日から施工する。 

 


